
公共交通における規模の経済を考慮した
居住地・通勤手段選択モデル

内山　瑛祐 1・高山　雄貴 2

1学生非会員　金沢大学　自然科学研究科（〒 920-1192 石川県金沢市角間町）
E-mail:mwam210@stu.kanazawa-u.ac.jp

2正会員　金沢大学准教授　理工研究域（〒 920-1192 石川県金沢市角間町）
E-mail: ytakayama@se.kanazawa-u.ac.jp

世界中の多くの都市における社会問題の一つとして，通勤時の交通混雑が挙げられる．これに関して多くの既
存研究があり，交通混雑対策の提案がされている．しかし，既存研究にはいくつかの課題が存在する．一つ目
は，多くのモデルにおいて，通勤手段が自動車交通のみであり，公共交通が考慮されていないことである．二
つ目は，公共交通を考慮したモデルはわずかに存在するが，規模の経済が考慮されていない場合が多いことで
ある．三つ目は，人々の居住地選択を考慮していないモデルが多いことである．そこで，本研究では，公共交
通における規模の経済を考慮した居住地・通勤手段選択モデルを構築する．そして，労働者が自らの居住地を
選ぶ立地均衡と，労働者が自らの通勤手段を選ぶ通勤手段選択均衡の性質を調べる．さらに，通勤時の交通混
雑緩和に資する政策の提言と，政策導入が労働者の居住地・通勤手段選択に与える影響の解明を行う．
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1. 背景と目的

世界中の多くの都市に生じている社会問題の一つと
して，通勤時の交通混雑があげられる．これによって移
動時間の増加や排気ガスによる公害が生じている．こ
の社会問題に関して多くの既存研究があり，混雑料金
などの交通混雑対策の提案がされている．
しかし，既存研究に用いられたモデルには，いくつ

かの課題が存在する (e.g.，苗 1))．一つ目は，通勤手段
が自動車交通のみであるモデルが多く，現実に利用者
が多く交通混雑に大きな影響を与える公共交通が考慮
されていないことである．二つ目は，公共交通を考慮
したモデルはわずかに存在するが，規模の経済がモデ
ルに反映されていない場合が多いことである．ここで，
規模の経済とは，利用者が多くなるほど一人当たりの
通勤費用が低下することである．公共交通は規模の経
済がはたらく代表例であり，規模の経済を反映させる
か否かの違いは，分析結果を根本的に変化させる．三
つ目は，人々の居住地選択を考慮していない場合が多
いことである．長期には，人々は自らの居住地を変更
することが可能であり，これは交通の起点及び混雑状
況を大きく変化させる．これらの課題は，適切で効果
的な政策提案の障害になり得る．
そこで，本研究では，公共交通における規模の経済を

考慮した居住地・通勤手段選択モデルを構築する．そ
して，そのモデルを活用し，均衡状態の特性を明らか

にする．さらに，政策提案と政策導入の影響の解明を
行う．
本研究の構成は以下の通りである．２章では，労働
者の居住地・通勤手段選択行動をモデル化した上で，そ
の均衡条件を定式化する．また，ポテンシャル関数の
存在を証明する．３章では，社会的最適状態を定義し
た上で，均衡状態と社会的最適状態が一致する政策を
提案する．４章では，２居住地モデルにおける均衡状
態の特性を，理論分析・数値解析を通じて明らかにす
る．５章では，２居住地モデルにおける政策の影響を，
理論分析・数値解析を通じて明らかにする．最後に，６
章で結論を述べる．

2. 多居住地モデル

(1) 多居住地モデルの設定
a) 都市と交通条件の設定
本モデルは，1箇所のCBDとA箇所の居住地が結ば
れている単一中心都市を考える．居住地は，CBDから
近い順にインデックスを付け，その集合をA = {1, 2,…
, A}と表す．各居住地の面積は全て同一で Lであると
仮定する．また，各居住地に駅が隣接している．労働
者は全て均質であり，総数は固定的にN である．労働
者は，居住地 a ∈ Aを選択する．また，労働者は CBD

までの交通手段として，公共交通か自動車のいずれか
を選択する．この通勤手段集合を B = {t, c}と表す．

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



各駅を結ぶ線路および各居住地を結ぶ道路は全て均
質であり，駅 a− 1と aの間の線路を”線路 a”，居住地
a− 1と aの間の道路を”道路 a”と呼ぶ．各線路および
道路は互いに干渉しないとする．

図–1

線路 aおよび道路 aの交通量 xa,i は，それぞれ以下
のように表される：

xa,t =

A∑
d=a

nd,t (1a)

xa,c =

A∑
d=a

nd,c (1b)

ここで，na,iは居住地 aに住み，通勤手段 iを利用する
労働者数を表す．
そして，労働者が線路 aあるいは道路 aを通過する際に
かかる混雑費用 ct(xa,t)および cc(xa,c)は，それぞれ，
Henderson2) に基づき，非負，xa,iの単調増加，かつ凸
関数で表されると仮定する．ただし，線路 aと道路 a

の交通量が同じであるとき，両者の混雑具合は異なる
ため，ct(xa,t)と cc(xa,c)の関数は異なる．
b) 労働者の行動
この都市の労働者は均質であるため，同一の効用関数

を有する．したがって，この労働者は，居住地 a ∈ A，
通勤手段 i ∈ B により特徴づけられる．この労働者の
効用関数は，合成財の消費量 za,i，住宅面積 ya の準線
形関数 u(za,i, ya)により与えられると仮定する：

u(za,i, ya) = za,i + f(ya) (2)

ここで，f(x)は狭義単調増加，凹，かつ x > 0の範
囲で 2階微分可能な関数である．さらに，f(x)の導関
数 f ′(x) = df(x)/dxに関して，limx→0 f

′(x) = ∞が
成立すると仮定する．合成財をニューメレールとする
と，予算制約は以下の式で与えられる：

w = za,i + raya + ca,i (3)

ここで，wは企業から支払われる賃金，ra は居住地 a

の地代である．また，通勤費用 ca,iは通勤手段別に，以
下の式で与えられる：

ca,t =

a∑
d=1

ct(xd,t) +m+
F

Nt
(4a)

ca,c =

a∑
d=1

cc(xd,c) + cF (4b)

ここで，mは公共交通の限界費用，cF は自動車の車両
代などの固定費用である．

また，F は公共交通の固定費用，Ntは公共交通総利用
者数であり，F/Ntは公共交通利用者一人当たりの固定
費用負担分を表している．この費用はNtの単調減少で
あり，公共交通利用者が多くなるほど一人当たりの固
定費用負担分が小さくなるという規模の経済を考慮し
た項となっている．
財消費に関する効用最大化問題の一階条件から，次
の関係が得られる：{

f ′(ya) = ra if ya > 0

f ′(ya) ≤ ra if ya = 0
∀a ∈ A (5)

仮定より ya = 0のとき f ′(ya)が無限大となることか
ら，常に ya > 0となる．したがって，地代 ra は住宅
面積 ya に応じて，以下のように定まる：

ra = f ′(ya) > 0 ∀a ∈ A (6)

居住地 aの総労働者数を Na で表すと，居住地 aの土
地供給量が Lより，需要量が L/Naが得られる．なお，
Na は以下で与えられる：

Na =
∑
i∈B

na,i (7)

ここで，関数 h(Na)を以下のように定義する：

h(Na) = f(
L

Na
)− L

Na
f ′(

L

Na
) (8)

なお，この h(Na)は，f(ya)− raya と書き換えられる
ことからわかるように，住宅消費により得られる効用
増分を表している．また，

h′(Na) =
L2f ′′( L

Na
)

N3
a

< 0 (9)

より，h(Na)はNa の単調減少関数である．
以上の関係式を利用すれば，間接効用関数 va,i が以下
のとおり与えられる：

va,i = w − ca,i + h(Na) (10)

c) 均衡条件の定式化
本モデルでは 2段階の均衡を考える．短期的には，均
衡状態での各居住地の人口Naを与件として，労働者は
通勤費用 ca,i を最小化する通勤手段を選択する．その
結果，均衡通勤費用 c∗a が，各居住地の人口Na の関数
で与えられる．長期的には，均衡通勤費用 c∗aを与件と
して，労働者は居住地を選択する．その結果，均衡状態
での各居住地の人口 N∗

a が決まる．本節では，これら
の短期・長期均衡状態が満たす均衡条件を定式化する．
短期均衡条件：通勤手段選択均衡条件

通勤手段選択均衡が満たす均衡条件は，以下で与えら
れる：

ca,t = ca,c if na,t > 0, na,c > 0 (11a)

ca,t ≥ ca,c if na,t = 0, na,c = Na (11b)

ca,t ≤ ca,c if na,t = Na, na,c = 0 (11c)
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長期均衡条件：立地均衡条件
立地均衡が満たす均衡条件は，以下で与えられる：{

v∗ = w − c∗a + h(Na) if Na > 0 (12a)

v∗ ≥ w − c∗a + h(Na) if Na = 0 (12b)

(2) 多居住地モデルにおける均衡特性分析
a) ポテンシャル関数
本節では，ポテンシャル関数が存在すること，均衡

状態における居住地・通勤手段別の労働者分布 nがポ
テンシャルゲームの Nash均衡とみなすことができる
ことを示す．均衡状態は，均衡条件より，プレイヤー
の集合が S ≡ [0, N ]，戦略集合が A × B，利得関数が
v(n) = (va,i(n))a∈A,i∈B の population game の Nash

均衡状態と一致する．なお，以降では，このゲームを
ゲーム S = {S,A× B,v}と表記する．
このゲーム Sは，Sandholmにより示されているよう

に，任意の n ∈ ∆ ≡ {n|
∑

a∈A
∑

i∈B na,i = N,na,i ≥
0 ∀a ∈ A and i ∈ B}に対して，次の条件を満たすポテ
ンシャル関数 P (n)が存在すれば，ポテンシャルゲーム
である：

∂P (n)

∂na,i
= va,i(n) ∀a ∈ A and i ∈ B　 (13)

そして，次の命題で示すように，本稿で構築したモデ
ルには以下のポテンシャル関数が存在する：
命題 1 ゲーム S は次のポテンシャル関数 P (n)を持
つポテンシャルゲームである：

P (n) = wN − P1(n)− P2(n)− P3(n)　 (14)

ここで，P1(n), P2(n), P3(n)は，各々，交通混雑，公
共交通の規模の経済，土地消費に関する影響を表す関
数であり，次の関係を満たす：

P1(n) =

a∑
d=1

∫ xd,t

0

ct(x)dx+

a∑
d=1

∫ xd,c

0

cc(x)dx (15)

P2(n) =cFna,c +mna,t + F ln[Nt] (16)

P3(n) =−
∑
a∈A

Naf(
L
Na

) (17)

証明 付録 I参照．
ゲーム S がポテンシャルゲームであることから，
その均衡状態は，次の最適化問題の Karush-Kuhn-

Tucker(KKT)条件を満たす n∗ の集合と一致する：
max
n

P (n) =wN − P1(n) + P2(n)− P3(n) (18a)

s.t. n ∈ ∆. (18b)

この事実は，上記の問題のKKT条件が，均衡条件と完
全に一致することから容易に確認できる．
b) 均衡状態の一意性
均衡状態の一意性は，(18a),(18b)より，ポテンシャル

関数 P (n)の形状から確認できる．具体的には，P (n)

が単峰であれば均衡状態は一意であり，そうでなけれ
ば一意とはいえない．ここで，P2(n)が凹関数，P3(n)

が凸関数であることから，P (n)は必ずしも単峰といえ
ない．したがって，このモデルには複数の均衡状態が
存在し得る．なお，P2(n)や P3(n)の凸性については，
付録 IIを参照．
c) 立地均衡
本項では，CBDに近い居住地ほど人口が多くなる特
性を示す．
立地均衡条件は以下で与えられる：{

v∗ = w − c∗a + h(Na) if Na > 0 (12a)

v∗ ≥ w − c∗a + h(Na) if Na = 0 (12b)

居住地 dと居住地 d + 1について着目する．立地均衡
条件より，双方の効用が等しくなるので，以下の関係
式が成立する：

w − c∗d + h(Nd) = w − c∗d+1 + h(Nd+1) (20)

c∗d+1 − c∗d = h(Nd+1)− h(Nd) (21)

c∗d+1 − c∗d > 0より，以下の関係式が得られる：
h(Nd+1) > h(Nd) (22)

ここで，h(Na)はNaの単調減少関数であることから，
(22)式より，以下の関係式が成立する：

Nd+1 < Nd (23)

以上より，成立する全ての通勤手段選択均衡において
立地均衡を考えた場合，CBDに近い居住地ほど人口が
多くなることを示している．これは，実社会での現象
と一致しているといえる．

3. 社会的最適状態

本研究で構築したモデルの均衡状態は，外部性（交
通混雑・規模の経済）の存在により，一般的には効率的
な状態とはいえない．そこで，本章では，社会的最適
状態の性質を調べ，均衡状態と比較することで，社会
的最適状態への誘導策を提案する．

(1) 社会的最適状態
社会的最適状態noは，社会全体の効用の総和で定義
される社会厚生関数W (n)を最大化する状態であると
定義する．このとき，社会厚生関数最大化問題は，次
のように定義される：

max
n

W (n) = wN −W1(n)−W2(n)−W3(n)

(24)

s.t. n ∈ ∆ (25)

ここで，W1(n)，W2(n)，W3(n)は以下で与えられる．
各々，交通混雑，公共交通における規模の経済，土地消
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費に関する影響を表す関数である：

W1(n) =
∑
a∈A

∑
i∈B

na,i

a∑
d=1

ci(xd,i) (26)

W2(n) = cFNc +mNt + F (27)

W3(n) = −
∑
a∈A

Naf(
L

Na
) (28)

a) 社会的最適状態の一意性
社会的最適状態の一意性は，(24),(25)より，社会厚

生関数W (n)の形状から確認できる．ここで，W1(n)

が凸関数，W2(n)が線形関数，W3(n)が凸関数である
ことから，社会厚生関数関数W (n)は単峰であるとい
える．したがって，社会的最適状態は一意である．
b) 社会的最適状態が満たす条件
社会的最適状態noは，社会厚生関数W (n)を最大化

する点であることから，ラグランジュ乗数を λとする
と，以下で与えられる最適化問題 (24)(25)の KKT条
件を満足する：

λ = w −
a∑

d=1

ct(xa,t)−
a∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t)

−m+ h(Na) if na,t > 0 (29a)

λ = w −
a∑

d=1

cc(xa,c)−
a∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c)

−cF + h(Na) if na,c > 0 (29b)

λ ≥ w −
a∑

d=1

ct(xa,t)−
a∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t)

−m+ h(Na) if na,t = 0 (29c)

λ ≥ w −
a∑

d=1

cc(xa,c)−
a∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c)

−cF + h(Na) if na,c = 0 (29d)∑
a∈A

∑
i∈B

na,i = N (30)

(2) 社会的最適状態への誘導策
本節では，社会的最適状態を達成するための政策に

ついて述べる．
均衡条件と社会的最適状態が満たす条件を比較する

ことにより，均衡状態と社会的最適状態を一致させる
政策として，以下を導入すればよいことがわかる．
まず，課金として，各通勤手段に対し，交通量に応じ

た混雑料金を導入する：
pa,t =

a∑
d=1

xa,tc
′
t(xa,t) (31a)

pa,c =

a∑
d=1

xa,cc
′
c(xa,c) (31b)

ただし，これは居住地 aから通勤手段 iで通勤する際
に課される混雑料金の和である．このモデルでは，労

働者は自らの居住地 aを変更できるため，各線路，各
道路を利用する際に課税する方が好ましい．したがっ
て，線路 a，道路 aを通過する際の混雑料金は以下のよ
うになる： {

ψa,t = xa,tc
′
t(xa,t) (32a)

ψa,c = xa,cc
′
c(xa,c) (32b)

次に，公共交通利用者に対し，以下の補助金を導入
する：

ϕa,t = +
F

Nt
(33)

ただし，これは公共交通利用者一人当たりの補助金で
ある．よって，公共交通に対しては，ϕa,tに公共交通利
用者数 Nt をかけたもの，つまり固定費用 F の分だけ
を政府が公共交通事業者に補助すればよい．
最後に，混雑料金による税収と公共交通利用に対す
る補助金の収支を等しくするために，居住地・通勤手段
に関わらず，一定の税金・補助金 ρを課せばよい．そ
の税金・補助金は以下の条件式を満たす：∑

a∈A

∑
i∈B

na,iψa,i +Nρ− F = 0 (34)

なお，政策の導出過程は付録 IVを参照．

4. ２居住地モデル

前章までは，多居住地モデルの定式化と均衡状態の
特性分析を行った．本章では，均衡状態のより具体的
な特性を明らかにするため，単純化したモデルによる
理論・数値解析を行う．

(1) ２居住地モデルの設定
本節以降では，解析を容易にするため，居住地が２
つの都市を考える．また，公共交通及び自動車の混雑
費用が，各々係数 αt, αc を用いて以下の式で与えられ
るとする： {

ct(xa,t) = αtxa,t (35a)

cc(xa,c) = αcxa,c (35b)

ただし，同じ交通量における線路と道路の混雑具合は
一般に異なることから，αt < αc であるとする．
以上より，各居住地における各通勤手段の通勤費用は
以下の式で与えられる：

c1,t =αt(n1,t + n2,t) +m+
F

Nt
(36)

c1,c =αc(n1,c + n2,c) + cF (37)

c2,t =αt(n1,t + 2n2,t) +m+
F

Nt
(38)

c2,c =αc(n1,c + 2n2,c) + cF (39)

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



ただし，cF −m = κ， αt

(αt+αc)
= γt， αc

(αt+αc)
= γc と定

義する．

(2) 均衡条件の定式化
通勤手段選択均衡が満たす均衡条件は以下のように

表される：
c1,t = c1,c if n1,t > 0, n1,c > 0 (40a)

c1,t ≥ c1,c if n1,t = 0, n1,c = N1 (40b)

c1,t ≤ c1,c if n1,t = N1, n1,c = 0 (40c)


c2,t = c2,c if n2,t > 0, n2,c > 0 (41a)

c2,t ≥ c2,c if n2,t = 0, n2,c = N2 (41b)

c2,t ≤ c2,c if n2,t = N2, n2,c = 0 (41c)

立地均衡が満たす均衡条件は以下のように表される：{
v∗ = w − c∗a + h(Na) if Na > 0 (42a)

v∗ ≥ w − c∗a + h(Na) if Na = 0 (42b)

(3) ２居住地モデルにおける均衡特性分析
a) 通勤手段選択均衡
本項では，２居住地モデルにおいて，考え得る９パ

ターンの通勤手段選択均衡のうち，どのパターンが成
立し得るか確認する．
均衡条件を用いて分析を行った結果，成立し得る通勤

手段選択均衡は以下の５パターンであることがわかった．

表–1 成立し得る通勤手段選択均衡
通勤手段選択均衡

A
均衡条件（40a），（41a）

各居住地で自動車と公共交通の両方利用

B
均衡条件（40b），（41a）

居住地１は自動車，居住地２は両方利用

C
均衡条件（40b），（41b）
全員が自動車を利用

D
均衡条件（40c），（41a）

居住地１は公共交通，居住地２は両方利用

E
均衡条件（40c），（41c）
全員が公共交通を利用

なお，導出過程は付録 IVを参照．
また，同一パターンの均衡状態において，交通シェ

アが異なる２つの状態が存在する場合もあるため，細
分化すると以下のようになる：

表–2 成立し得る通勤手段選択均衡（細分化）

通勤手段選択均衡状態 成立条件
A-1 A-2に比べ，n1,c が多い na,i > 0，
A-2 A-1に比べ，n1,t が多い D1 ≥ 0

B-1 B-2に比べ，n2,c が多い n2,i > 0，D4 ≥ 0，
B-2 B-1に比べ，n2,t が多い c1,t − c1,c ≥ 0

C なし
D-1 D-2に比べ，n2,c が多い n2,i > 0，D7 ≥ 0，
D-2 D-1に比べ，n2,t が多い c1,c − c1,t ≥ 0

E c2,c − c2,t ≥ 0

なお，D1, D4, D7は，各均衡状態の na,iを表す一つ
の項であり，各々以下の式で与えられる：

D1 = (αcN + κ)
2 − 4F (αt + αc) (43a)

D4 = {αc(N +N2) + κ}2 − 8F (αt + αc) (43b)

D7 = (αtN1 + 2αcN + κ)2 − 8F (αt + αc) (43c)

b) 各均衡状態の居住地間の通勤費用の差の違い
本項では，前項で求めた通勤手段選択均衡の特性の一
つとして，各均衡状態の居住地間の通勤費用の差∆c∗ =

c∗2 − c∗1 の違いを示す．
まず，通勤費用の設定 (36),(37),(38),(39)より，居住
地間の通勤費用の差 ∆c∗ = c∗2 − c∗1 は，居住地２から
１へ向かう際の混雑費用 αin

∗
2,iのみで定まる．よって，

各通勤手段選択均衡の∆c∗ は以下のようになる：

表–3 各通勤手段選択均衡の ∆c∗

均衡状態 ∆c∗

A 各居住地で両方の通勤手段利用 αcn
∗
2,c

= αtαcN2

αt+αc

B 居住地１は自動車のみ利用 αcn
∗
2,c

C 全員が自動車利用 αcN2

D 居住地１は公共交通のみ利用 αtn
∗
2,t

E 全員が公共交通利用 αcN2

ただし，各通勤手段選択均衡の n∗2,iは異なる．なお，均
衡状態における各変数を，上付き添え字 ∗で表している.

また，αt < αc，n2,i < N2 より，以下の大小関係が
成立する： 

αtαcN2

αt + αc
< αtN2 < αcN2 (44a)

αcn2,c < αcN2 (44b)

αtn2,t < αtN2 (44c)

以上より，次のことがいえる．
まず，(44a),(44b),(44c)より，全員が自動車を利用す
る均衡状態 Cは，居住地間の通勤費用の差が最も大き
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い．これは，居住地２の労働者全員が自動車を利用し
ているため交通混雑が最も激しく，それ故に居住地２
から１へ向かう際の混雑費用が最も高いからである．
次に，(44a)より，各居住地に両方の通勤手段利用者

が存在する均衡状態 Aは，全員が通勤手段の一方のみ
を利用する均衡状態C・Eに比べ，居住地間の通勤費用
の差が小さい．これは，自動車と公共交通の両方に利
用者が存在しており，どちらか一方に集中しておらず
分散しているため，道路と公共交通が比較的混雑して
おらず，それ故に居住地２から１へ向かう際の混雑費
用が相対的に低いからである．
c) 立地均衡
本項では，立地均衡条件を用いて各居住地の人口を

求める．
まず，立地均衡条件より以下の関係式が導かれる：

∆c∗ = c∗2 − c∗1 = h(N2)− h(N1) (45)

ここで，関数 f(x)を係数 βを用いて以下のように定義
する：

f(x) = −β
x

(46)

(8)より，h(Na)は関数 f(x)を用いて h(Na) = f( L
Na

)−
L
Na
f ′( L

Na
)と表されることから，h(Na)は以下のように

表される：
h(Na) = −2βNa

L
(47)

よって，均衡状態の各居住地の人口Naは，各通勤手段
選択均衡の居住地間の通勤費用の差∆c∗と関係式 (45)，
(47)，人口保存則N = N1 +N2 によって求まる．
以上より，各均衡状態の各居住地の人口は以下のよ

うになる．
A-1：均衡条件 (40a),(41a)　状態１

N∗
1 =

{αtαcL+ 2(αt + αc)β}N
αtαcL+ 4(αt + αc)β

(48a)

N∗
2 =

2(αt + αc)βN

αtαcL+ 4(αt + αc)β
(48b)

A-2：均衡条件 (40a),(41a)　状態２
N∗

1 =
{αtαcL+ 2(αt + αc)β}N
αtαcL+ 4(αt + αc)β

(49a)

N∗
2 =

2(αt + αc)βN

αtαcL+ 4(αt + αc)β
(49b)

B-1：均衡条件 (40b),(41a)　状態１

N∗
1 =

{
(2αc

2 + 4αtαc)L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

− αcL(κ−
√
D4)

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(50a)

N∗
2 =

{
αc

2L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

+
αcL(κ−

√
D4)

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(50b)

B-2：均衡条件 (40b),(41a)　状態２

N∗
1 =

{
(2αc

2 + 4αtαc)L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

− αcL(κ+
√
D4)

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(51a)

N∗
2 =

{
αc

2L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

+
αcL(κ+

√
D4)

(3αc
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(51b)

C:均衡条件 (40b),(41b)
N∗

1 =
(αcL+ 2β)N

αcL+ 4β
(52a)

N∗
2 =

2βN

αcL+ 4β
(52b)

D-1：均衡条件 (40c),(41a)　状態１

N∗
1 =

8(αt + αc)βN

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

+
αtL(κ−

√
D7)

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(53a)

N∗
2 =

{
(3αt

2 + 4αtαc)L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

− αtL(κ−
√
D7)

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(53b)

D-2：均衡条件 (40c),(41a)　状態２

N∗
1 =

8(αt + αc)βN

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

+
αtL(κ+

√
D7)

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(54a)

N∗
2 =

{
(3αt

2 + 4αtαc)L+ 8(αt + αc)β
}
N

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

− αtL(κ+
√
D7)

(3αt
2 + 4αtαc)L+ 16(αt + αc)β

(54b)

E:均衡条件 (40c),(41c)
N∗

1 =
(αtL+ 2β)N

αtL+ 4β
(55a)

N∗
2 =

2βN

αtL+ 4β
(55b)

d) 各均衡状態の人口流入の違い
本項では，立地均衡条件を用いて，成立し得る通勤
手段選択均衡の人口流入の違いを確認する．
まず，立地均衡条件より，以下の関係式が得られる：

∆c∗ = c∗2 − c∗1 = h(N2)− h(N1) (56)

ここで，住宅消費により得られる効用増分 h(Na)はNa

の単調減少関数であることから，h(N2)−h(N1)が大き
いほど，居住地１と居住地２の人口の差N1 −N2が大
きくなる．そして，(22)よりN1 > N2が成立している
ことから，h(N2) − h(N1)がより大きい通勤手段選択
均衡ほど，都心部の人口がより多くなることがわかる．
よって，関係式 (56)及び，各通勤手段選択均衡の∆c∗
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が異なることを考慮すると，居住地間の通勤費用の差
∆c∗ が相対的に大きい通勤手段選択均衡は，他の通勤
手段選択均衡に比べ，都心部の人口がより多くなると
いえる．
そして，４章３節 b項より，以下のことがいえる．
まず，全員が自動車を利用する均衡状態 Cは∆c∗が

最も大きいことから，都心部の人口が最も多くなるこ
とが分かる．これは，居住地２から１へ移るインセン
ティブが最も大きいため，他の均衡状態に比べ，より
多くの労働者が居住地２から１へ移動するからだと考
えられる．
次に，各居住地に両方の通勤手段利用者が存在する

均衡状態 Aは，全員が通勤手段の一方のみを利用する
均衡状態 C・Eに比べ，∆c∗ が小さいことから郊外部
の人口が多くなることが分かる．これは，居住地２か
ら１へ移るインセンティブが相対的に小さいため，他
の均衡状態に比べて，居住地２から１へ移動する労働
者が比較的少ないからだと考えられる．

(4) ２居住地モデルにおける均衡状態の数値解析
a) 通勤手段選択均衡の変化
本項では，各通勤手段選択均衡の成立条件を用いて，

パラメータ cF , F,m, αcと与件であるNaが変化した場
合に，成立する通勤手段選択均衡はどのように変化す
るのかを示す．
まず，パラメータ cF とN1が変化する場合において，

成立する均衡状態は以下のようになる：

図–2 cF , N1 の変化と成立する均衡状態

図 2より，以下のことがわかる．
まず，赤色の境界線を超えるように居住地１の人口

N1が増加すると，均衡状態B-1は均衡状態A-1に変化
する．このメカニズムは次の通りである．まず，均衡
状態 B-1では居住地１の労働者が全員自動車で通勤す
るため，居住地１の人口N1の増加により道路１が非常
に混雑する．これにより，自動車の混雑費用が増加す
る．これに伴い自動車の通勤費用も増加するため，一

部の自動車利用者が通勤手段を公共交通に変更し，結
果として均衡状態 A-1に変化すると考えられる．
次に，緑色の境界線を超えるように自動車の固定費
用 cF が増加すると，均衡状態 A-2は均衡状態 D-2に
変化する．これは，cF の増加に伴い自動車の通勤費用
も増加するため，結果として居住地１の自動車利用者
全員が通勤手段を公共交通に変更するからだと考えら
れる．
最後に，オレンジ色の境界線を超えるように自動車
の固定費用 cF が増加すると，均衡状態D-2は均衡状態
Eに変化する．これは，cF の増加に伴い自動車の通勤
費用も増加するため，結果として居住地２の自動車利
用者全員が通勤手段を公共交通に変更するからだと考
えられる．
次に，パラメータ F とN1が変化する場合において，
成立する均衡状態は以下のようになる：

図–3 F,N1 の変化と成立する均衡状態

図 3より，以下のことがわかる．
まず，赤色の境界線を超えるように居住地１の人口

N1が増加すると，均衡状態B-1は均衡状態A-1に変化
する．このメカニズムは，図 2で述べたことと同様で
ある．
次に，赤色の境界線を超えるように公共交通の固定

費用 F が増加すると，均衡状態 B-1は均衡状態A-1に
変化する．このメカニズムは次の通りである．前提と
して，公共交通には規模の経済がはたらくため，公共
交通利用者が増加するほど 1人あたりの固定費用負担
分は減少する．よって，F が増加しても，公共交通利
用者が増加し，1人あたりの固定費用負担分が減少すれ
ば，公共交通の通勤費用と自動車の通勤費用が等しく
なることは起こり得る．したがって，F が増加しても，
均衡状態 B-1の居住地１の自動車利用者のうち一部が
通勤手段を公共交通に変更した場合，均衡状態 B-1は
均衡状態 A-1に変化する．
最後に，緑色の境界線を超えるように公共交通の固
定費用 F が増加すると，均衡状態 A-1・A-2は成立し
なくなる．これは，F の増加に伴い公共交通の通勤費
用も増加するため，結果として公共交通利用者全員が
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通勤手段を自動車に変更するからだと考えられる．
パラメータmと N1 が変化する場合において，成立

する均衡状態は以下のようになる：

図–4 m,N1 の変化と成立する均衡状態

図 4より，以下のことがわかる．
まず，赤色の境界線を超えるように居住地１の人口

N1が増加すると，均衡状態B-1は均衡状態A-1に変化
する．このメカニズムは，図 2で述べたことと同様で
ある．
次に，赤色の境界線を超えるように公共交通の限界

費用mが増加すると，均衡状態 B-1は均衡状態A-1に
変化する．このメカニズムは次の通りである．前提と
して，公共交通には規模の経済がはたらくため，公共
交通利用者が増加するほど 1人あたりの固定費用負担
分は減少する．よって，mが増加しても，公共交通利
用者が増加し，1人あたりの固定費用負担分が減少すれ
ば，公共交通の通勤費用と自動車の通勤費用が等しく
なることは起こり得る．したがって，mが増加しても，
均衡状態 B-1の居住地１の自動車利用者のうち一部が
通勤手段を公共交通に変更した場合，均衡状態 B-1は
均衡状態 A-1に変化する．
最後に，緑色の境界線を超えるように公共交通の限

界費用mが増加すると，均衡状態 A-1・A-2は成立し
なくなる．これは，mの増加に伴い公共交通の通勤費
用も増加するため，結果として公共交通利用者全員が
通勤手段を自動車に変更するからだと考えられる．
パラメータ αcとN1が変化する場合において，成立

する均衡状態は以下のようになる：

図–5 αc, N1 の変化と成立する均衡状態

ここで，自動車の混雑費用の係数 αc が上昇すると，
変化前後で交通量が一定であっても，自動車の混雑費
用は増加する．このことに留意した上で，図 5より，以
下のことがわかる．
まず，赤色の境界線を超えるように居住地１の人口

N1が増加すると，均衡状態B-1は均衡状態A-1に変化
する．このメカニズムは，図 2で述べたことと同様で
ある．
次に，赤色の境界線を超えるように自動車の混雑費用

の係数 αcが上昇すると，均衡状態A-1は均衡状態 B-1

に変化する．このメカニズムは次の通りである．前提
として，公共交通には規模の経済がはたらくため，公
共交通利用者が減少するほど 1人あたりの固定費用負
担分は増加する．よって，公共交通利用者が減少し，1

人当たりの固定費用負担分が増加すれば，αcが上昇し
ても，公共交通の通勤費用と自動車の通勤費用が等し
くなることは起こり得る．したがって，αcが上昇して
も，均衡状態 A-1の居住地１の公共交通利用者のうち
一部が通勤手段を自動車に変更した場合，均衡状態B-1

は均衡状態 A-1に変化する．
b) 各領域における均衡状態の居住地間の通勤費用の

差の違い
本項では，各領域で成立している均衡状態の居住地
間の通勤費用の差∆c∗ を比較する．
図 2の各領域において，以下のような∆c∗の大小関
係が確認された．

表–4 各領域における ∆c∗ の大小関係（cF）
領域 ∆∗ の大小関係
1 ∆c∗C > ∆c∗A−1・∆c∗A−2

2 ∆c∗C > ∆c∗B−1 > ∆c∗A−2

3 ∆c∗C > ∆c∗D−2 > ∆c∗A−1

4 ∆c∗C > ∆c∗B−1or∆c
∗
D−2

5 ∆c∗C > ∆c∗E > ∆c∗A−1

6 ∆c∗C > ∆c∗E > ∆c∗B−1

なお，∆c∗Eq は，均衡状態 Eqの居住地間の通勤費用
の差 ∆c∗ を表す．また，領域４について，B-1か D-2

の∆c∗がより大きいかは，N1, cF によって変化するた
め，明確な判断がつかない．
図 3，図 4，図 5の各領域においては，全て同様に以
下のような∆c∗ の大小関係が確認された．

表–5 各領域における ∆c∗ の大小関係（F,m, αc）
領域 ∆∗ の大小関係
1 ∆c∗C > ∆c∗A−1・∆c∗A−2

2 ∆c∗C > ∆c∗B−1 > ∆c∗A−2
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表 4,表 5より，４章３節 b項に加えて，次のことが
いえる．
まず，各居住地に両方の通勤手段利用者が存在する

均衡状態 Aは，居住地２は両方・居住地１は公共交通
を利用する均衡状態 Dよりも，居住地間の通勤費用の
差∆c∗が小さくなると考えられる．これは，∆c∗は居
住地２から１へ向かう際の混雑費用 αtn

∗
2,t であり，均

衡状態 Aの n∗2,t は均衡状態 Dの n∗2,t よりも小さいた
めである．
次に，均衡状態Aは，居住地２は両方・居住地１は自

動車を利用する均衡状態 Bよりも，居住地間の通勤費
用の差 ∆c∗ が小さくなると考えられる．これは，∆c∗

は居住地２から１へ向かう際の混雑費用 αcn
∗
2,cであり，

均衡状態 Aの n∗2,c は均衡状態 Bの n∗2,c よりも小さい
ためである．
以上より，各居住地に両方の通勤手段利用者が存在
する均衡状態Aは，居住地間の通勤費用の差∆c∗が最
も小さくなると考えられる．
c) ポテンシャル関数を用いた通勤手段選択均衡の安

定性解析
本項では，通勤手段選択均衡の安定性を調べる．具

体的には，各居住地の人口が N1 = 800, N2 = 200で
ある場合において，各パラメータ cF , F,m, αc を変化
させ，どの均衡状態が安定均衡状態であるか確認する．
なお，解析に際して，ポテンシャル関数の最適化問題
(18a),(18b)を満たす状態 n∗ のうち，ポテンシャル関
数を局所的に最大化する均衡状態n∗が安定均衡状態で
あり，その他の均衡状態n∗が不安定均衡状態であるこ
とを用いる．
まず，基本パラメータ cF = 400, F = 300000,m =

50, αc = 1.5, αt = 1におけるポテンシャル関数の等高
線図は以下のようになる：

図–6 ポテンシャル関数の等高線図

なお，図 6以降の図のグラデーションの色は，濃い
赤色ほどポテンシャル関数の値が高く，濃い青色ほど
値が低くなるように設定している．
まず，このパラメータにおいて成立する均衡状態は，

A-1,A-2,Cである．そして，図 6より，各居住地に両
方の通勤手段利用者が存在する均衡状態 Aのうち，自

動車利用者数のより多い均衡状態 A-1は，ポテンシャ
ル関数の鞍点となっていることから不安定均衡である
ことが分かる．一方，均衡状態 Aのうち，公共交通利
用者数のより多い均衡状態 A-2と，均衡状態 Cは，ポ
テンシャル関数が局所的最大値を取っていることから，
安定均衡であることが分かる．
次に，基本パラメータに対し，cF が cF = 1200まで

上昇した場合におけるポテンシャル関数の等高線図は
以下のようになる：

図–7 ポテンシャル関数の等高線図（cF = 1200）

このパラメータにおいて成立する均衡状態は，A,D,C

である．そして，図 7より，均衡状態Aは，ポテンシャ
ル関数が局所的最小値を取っていることから不安定均
衡であることが分かる．一方，均衡状態Dと Cは，ポ
テンシャル関数が局所的最大値を取っていることから，
安定均衡であることが分かる．
基本パラメータに対し，cF が cF = 1600まで上昇し
た場合におけるポテンシャル関数の等高線図は以下の
ようになる：

図–8 ポテンシャル関数の等高線図（cF = 1600）

このパラメータにおいて成立する均衡状態は，A,C,E
である．そして，図 8より，均衡状態Aは，ポテンシャ
ル関数が局所的最小値を取っていることから不安定均
衡であることが分かる．一方，均衡状態 Cと Eは，ポ
テンシャル関数が局所的最大値を取っていることから，
安定均衡であることが分かる．
基本パラメータに対し，F が F = 900000まで上昇
した場合におけるポテンシャル関数の等高線図は以下
のようになる：
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図–9 ポテンシャル関数の等高線図（F = 900000）

このパラメータにおいて成立する均衡状態は，Cで
ある．そして，図 9より，確かに均衡状態 Cのみが成
立しており，安定均衡状態であることが分かる．
基本パラメータに対し，mがm = 500まで上昇した

場合におけるポテンシャル関数の等高線図は以下のよ
うになる：

図–10 ポテンシャル関数の等高線図（m = 500）

このパラメータにおいて成立する均衡状態は，Cで
ある．そして，図 10より，確かに均衡状態Cのみが成
立しており，安定均衡状態であることが分かる．
基本パラメータに対し，αc が αc = 6まで上昇した
場合におけるポテンシャル関数の等高線図は以下のよ
うになる：

図–11 ポテンシャル関数の等高線図（αc = 6）

このパラメータにおいて成立する均衡状態は，A,B,C

である．そして，図 11より，均衡状態 Bは，ポテン
シャル関数の鞍点であることから不安定均衡であるこ
とが分かる．一方，均衡状態 Aと Cは，ポテンシャル
関数が局所的最大値を取っていることから，安定均衡
であることが分かる．
このようにポテンシャル関数を用いることで安定性

を確認することができる．

また，以下の２つのことがわかった．

まず，全員が自動車を利用する均衡状態 Cは，ポテ
ンシャル関数が各居住地の人口やパラメータによらず
局所的最大値を取ることから，必ず安定均衡状態であ
ることがわかった．これは，公共交通の利用者がいな
い場合，公共交通の通勤費用が自動車よりも必ず高く
なるためである．また，公共交通の方が高くなる原因
は，公共交通の規模の経済のメリットを発揮できてい
ないために生じる．まず，公共交通の通勤費用には一
人当たりの固定費用負担分が含まれており，これは公
共交通の固定費用を公共交通利用者全員で折半したも
のである．均衡状態 Cでは，公共交通利用者が存在し
ないため，一人当たりの固定費用負担分は無限大とな
る．このように，公共交通の規模の経済のメリットを
発揮できていないために，公共交通の通勤費用は自動
車よりも必ず極端に高くなる．以上の理由から，均衡
状態 Cは必ず安定均衡状態である．
また仮に，均衡状態 Cにおいて，ごく少数の労働者が
通勤手段を公共交通に変更した場合を考える．その場
合，その労働者達はごく少数で公共交通の莫大な固定
費用を負担することになる．よってこのような場合で
も，公共交通の通勤費用が自動車に比べ極端に高くな
るため，結果として，通勤手段を公共交通に変更した
労働者達は，再び自動車を選択する．以上のメカニズ
ムより，均衡状態 Cは必ず安定均衡状態であると考え
られる．

次に，均衡状態が３つ成立する場合，安定均衡状態
の一つは均衡状態 Cであるが，残る２つのうち，公共
交通利用者数のより多い均衡状態が安定均衡状態であ
り，公共交通利用者数のより少ない均衡状態が不安定
均衡状態であることがわかった．

そしてこれらは，公共交通をより多くの人々に利用
してもらわなければ，全員が自動車を利用する状況に
陥りかねないこと，対策を講じない限り，その状況か
ら抜け出せなくなってしまうことを示唆している．

d) 各均衡状態の人口流入の違い

各均衡状態の人口流入の違いを確認する．具体的に
は，４章４節 b項に記載した各領域における∆c∗の大
小関係（表 4,表 5）と，４章３節 d項で導いた∆c∗が
大きい均衡状態ほど都心部の人口が多くなる性質を用
いて，どの均衡状態が最も都心部の人口が多くなるの
か，あるいは郊外部の人口が多くなるのか，確認する．

まず，表 4より，cF が変化する領域図 2の各領域に
おいて，以下のような人口流入の違いが確認された．
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表–6 各領域における人口流入の違い（cF）
領域 都心部人口最多 郊外部人口最多
1 C A-1・A-2

2 C B-1 A-2

3 C D-2 A-1

4 C B-1orD-2

5 C E A-1

6 C E B-1

なお，領域４について，B-1か D-2のどちらがより
郊外部の人口が多くなるかは，∆c∗ の大小関係によっ
て変化するため，明確な判断がつかない．
表 5より，F，m,αcのいずれかが変化する領域図で

ある図 3,図 4,図 5の各領域において，全て同様に以下
のような人口流入の違いが確認された．

表–7 各領域における人口流入の違い（F,m, αc）
領域 都心部人口最多 郊外部人口最多
1 C A-1・A-2

2 C B-1 A-2

表 6,表 7より，４章３節 d項に加えて，次のことが
いえる．
まず，各居住地に両方の通勤手段利用者が存在する

均衡状態 Aは，居住地２は両方・居住地１は公共交通
を利用する均衡状態 Dよりも，郊外部の人口がより多
くなると考えられる．また均衡状態 Aは，居住地２は
両方・居住地１は自動車を利用する均衡状態 Bよりも，
郊外部の人口がより多くなると考えられる．これらは，
均衡状態 Aの∆c∗，すなわち居住地２から１へ移るイ
ンセンティブが相対的に小さく，居住地２から１へ移
動する労働者が相対的に少ないために生じる．
以上より，各居住地に両方の通勤手段利用者が存在

する均衡状態 Aは，郊外部の人口が最も多くなると考
えられる．

5. ２居住地モデルの社会的最適状態

本章では，社会的最適状態や政策のより具体的な特
性を明らかにするため，２居住地モデルにおける理論・
数値解析を行う．

(1) 政策導入による影響
本節では，成立し得る均衡状態に対し，３章２節で

求めた混雑料金と補助金を導入した場合の影響を明ら
かにする．

通勤手段選択に対する影響については，各通
勤手段の効用増分で判断することができる．具
体的には，公共交通を利用する場合の効用増分
−
∑a

d=1 xa,tc
′
t(xa,t) +

F
Nt
と，自動車を利用する場合の

効用増分−
∑a

d=1 xa,cc
′
c(xa,c)を比較し，より効用増分

の大きい通勤手段の利用が促進されると判断できる．以
上を用いると，政策導入による通勤手段選択への影響
は以下のようになる．

表–8 政策導入による通勤手段選択への影響

均衡状態 居住地 影響

A-1
居住地１ 公共交通の利用が促進される
居住地２ 公共交通の利用が促進される

A-2
居住地１ 関係式 (VI.13)による
居住地２ 関係式 (VI.14)による

B-1
居住地１ 公共交通の利用が促進される
居住地２ 公共交通の利用が促進される

B-2
居住地１ 関係式 (VI.23)による
居住地２ 関係式 (VI.24)による

C
居住地１ 公共交通の利用が促進される
居住地２ 公共交通の利用が促進される

D-1
居住地１ 公共交通の利用が促進される
居住地２ 公共交通の利用が促進される

D-2
居住地１ 関係式 (VI.37)による
居住地２ 関係式 (VI.38)による

E
居住地１ 関係式 (VI.43)による
居住地２ 関係式 (VI.44)による

なお，関係式と導出過程は付録 Vを参照．
表 8より，全員が自動車を利用する均衡状態Cでは，
必ず公共交通の利用が促進されることが明らかである．
これは，政策導入による公共交通利用時の効用増分が自
動車利用時よりも必ず高くなるためである．また，公共
交通の方が高くなる理由は次の通りである．まず，公
共交通を利用する場合は，公共交通利用者が存在しな
いために公共交通の混雑料金はゼロであり，また，補
助金をもらうことができる．一方，自動車を利用する
場合は，全員が自動車を利用しているために自動車の
混雑料金は非常に高くなっている．よって，公共交通
利用時の効用増分は自動車よりも必ず高くなる．した
がって，政策導入後の均衡状態 Cにおいては，必ず公
共交通の利用が促進される．
また，同一のパターンの均衡状態であっても，通勤

手段選択への影響に違いが生じ得ることがわかった．
続いて，居住地選択に対する影響について述べる．居

住地選択に対する影響は，成立し得る全ての均衡状態
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において，政策導入前に比べ都心部の人口が多くなる
ことがわかった．なお，証明は付録 VIを参照．

(2) 社会的最適状態の数値解析
本項では，社会的最適状態が一意であることを示す．
基本パラメータ cF = 400, F = 300000,m = 50, αc =

1.5, αt = 1における社会厚生関数の等高線図は以下の
ようになる：

図–12 社会厚生関数の等高線図

なお，図 12以降の図のグラデーションの色は，濃い
赤色ほど社会厚生関数の値が高く，濃い青色ほど値が
低くなるように設定している．
基本パラメータに対し，cF が cF = 1200まで上昇し

た場合における社会厚生関数の等高線図は以下のよう
になる：

図–13 社会厚生関数の等高線図（cF = 1200）

基本パラメータに対し，cF が cF = 1600まで上昇し
た場合における社会厚生関数の等高線図は以下のよう
になる：

図–14 社会厚生関数の等高線図（cF = 1200）

基本パラメータに対し，F が F = 900000まで上昇
した場合における社会厚生関数の等高線図は以下のよ
うになる：

図–15 社会厚生関数の等高線図（F = 900000）

基本パラメータに対し，mがm = 500まで上昇した
場合における社会厚生関数の等高線図は以下のように
なる：

図–16 社会厚生関数の等高線図（m = 500）

基本パラメータに対し，αc が αc = 6まで上昇した
場合における社会厚生関数の等高線図は以下のように
なる：

図–17 社会厚生関数の等高線図（αc = 6）

以上より，パラメータの値によらず，社会厚生関数
W (n)は必ず単峰になることが分かる．以上より，社
会的最適状態は一意に定まることがわかる．

6. おわりに

本研究では，公共交通における規模の経済を考慮し
た居住地・通勤手段選択モデルを構築した．そして，多
居住地モデルにおいて，ポテンシャル関数が存在する
ことを示した．また，社会的最適状態が一意に定まる
こと，社会的最適状態への誘導策は混雑料金と補助金
であることを明らかにした．次に，均衡状態や政策の
詳細な性質を調べるため，２居住地モデルでの理論分
析と数値解析を行った．その結果，以下に示す知見が
得られた：１）規模の経済を考慮しているため，複数の
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均衡状態が成立し得る．２）通勤手段選択均衡におい
て，公共交通利用者が少なければ，全員が自動車を利
用する状況に陥りかねない．すなわち，公共交通を利
用し続けてもらうには，より多くの人々に公共交通を
利用してもらう必要がある．３）通勤手段として自動
車のみが利用される場合は，他の場合に比べて都心部
の人口がより多くなる．また，自動車と公共交通の両
方が利用される場合は，他の場合に比べて郊外部の人
口がより多くなる．４）政策を導入した場合，導入前
に比べ，都心部の人口がより多くなる．
本稿では，居住地が２つであり，混雑費用が交通量

の線形関数であるという仮定の下で，理論分析や数値
解析を行った．しかし，これら仮定は，分析結果に大
きな影響を与えていると考えられる．したがって，多
居住地モデルや混雑費用が非線形関数である場合の理
論分析や数値解析が，今後の発展として期待される．

謝辞: 本研究は国土交通省新道路技術会議「道路政策
の質の向上に資する技術研究開発:公共交通ターミナル
整備の空間経済分野に関する研究開発 (代表者:高山雄
貴金沢大学准教授)」と,JST 創発的研究支援事業 JP-

MJFR215Mの支援を受けた.ここに記して謝意を表し
たい.

付録 I. ポテンシャル関数の存在の証明

条件 (13)は，Sandholmにより，”externality sym-

metry”と呼ばれる次の条件と対等であることが示され
ている：
∂va,i(n)

∂nb,j
=
∂vb,j(n)

∂na,i
∀a, b ∈ A, i, j ∈ B and n ∈ ∆

(I.1)

本モデルの ∂va,i(n)
∂nb,j

は，式 (I.1) を用いて以下で表さ
れる：

∂va,c(n)

∂nb,c
=−

min{a,b}∑
d=1

∂cc(xd, c)

∂nb,c
=
∂vb,c(n)

∂na,c
(I.2)

∂va,t(n)

∂nb,t
=−

min{a,b}∑
d=1

∂ct(xd, t)

∂nb,t
+

F

N2
t

=
∂vb,t(n)

∂na,t

(I.3)

∂va,i(n)

∂na,j
=h′(Na) =

∂va,j(n)

∂na,i
(I.4)

∂va,i(n)

∂nb,j
=
∂vb,j(n)

∂na,i
(I.5)

よって，ゲーム S は (I.1)を満たす．
したがって，ゲーム Sはポテンシャル関数 (14)を持つ
ポテンシャルゲームである．

付録 II. ポテンシャル関数の形状について

本章では，ポテンシャル関数 P (n)を構成する P2(n)

が凹関数,P3(n)が凸関数であることを示す．
まず，P2(n)が凹関数であることを示す．

P2(n)の Hessian行列は以下のようになる：

∇2P2(n) =
F

N2
t



−1 0 . . . −1 0

0 0 . . . 0 0
...

...
. . .

...
...

−1 0 . . . −1 0

0 0 . . . 0 0


(II.1)

ここで，⊗をクロネッカー積，E を全ての要素が 1

のA×A行列であるとすると，∇2P2(n)は以下のよう
に表される：

∇2P2(n) =
F

N2
t


B . . . B
...

. . .
...

B . . . B

 =
F

N2
t

(E ⊗B)

(II.2)

B =

[
−1 0

0 0

]
(II.3)

このHessian行列∇2P2(n)の固有値 λa,iは，Eの固有
値 ea，B の固有値 bi を用いて，以下で表される：

λa,i = eabi (II.4)

ここで，ea = 0, A，bi = −1, 0であることから，λa,i ≤ 0

である．よって，∇2P2(n)は半負定値である．したがっ
て，P2(n)は凹関数である．
続いて，P3(n)が凸関数であることを示す．

P3(n)の Hessian行列は以下のようになる：

∇2P3(n) =


−h′(N1) 0 . . . 0

0 −h′(N2) . . . 0
...

...
. . .

...

0 0 . . . −h′(NA)


(II.5)

ここで，h(Na)は単調減少関数であることより，h′(Na) <

0である．よって，∇2P3(n)の固有値は全て正である．
したがって，W3(n)は凸関数である．

付録 III. 政策の導出

本研究では，均衡状態と社会的最適状態が一致する
ような政策を考える．
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均衡条件は以下の通り：

v∗ = w −
a∑

d=1

ct(xa,t)

−m− F

Nt
+ h(Na) if na,t > 0　　 (III.1a)

v∗ = w −
a∑

d=1

ct(xa,t)

−cF + h(Na) if na,c > 0　　 (III.1b)

v∗ ≥ w −
a∑

d=1

ct(xa,t)

−m− F

Nt
+ h(Na) if na,t = 0 (III.1c)

v∗ ≥ w −
a∑

d=1

ct(xa,t)

−cF + h(Na) if na,c = 0 (III.1d)∑
a∈A

∑
i∈B

na,i = N (III.2)

ここで，政策は，λa,i = v∗a,i − pa,i + ϕa,i となるよう
な，税金 pa,i と補助金 ϕa,t である．均衡条件と社会的
最適状態が満たす条件 (29a),(29b),(29c),(29d),(30) よ
り，税金と補助金は各々以下のように求まる：

pa,i =

a∑
d=1

xa,ic
′
i(xa,i), ϕa,t = +

F

Nt
(III.3)

付録 IV. ２居住地モデルにおける通勤手段
選択均衡の導出

A：均衡条件 (40a),(41a)

下記の均衡条件を満たす均衡状態を求める：{
c1,t = c1,c if n1,t > 0, n1,c > 0 (40a)

c2,t = c2,c if n2,t > 0, n2,c > 0 (41a)

均衡条件を用いて na,i について解くと，以下の２つの
均衡状態が求まる：
A-1:状態１

n∗1,t = γcN1 −
γcN

2
+

κ−
√
D1

2(αt + αc)
(IV.2a)

n∗1,c = γtN1 +
γcN

2
− κ−

√
D1

2(αt + αc)
(IV.2b)

n∗2,t = γcN2 (IV.2c)

n∗2,c = γtN2 (IV.2d)

A-2:状態２

n∗1,t = γcN1 −
γcN

2
+

κ+
√
D1

2(αt + αc)
(IV.3a)

n∗1,c = γtN1 +
γcN

2
− κ+

√
D1

2(αt + αc)
(IV.3b)

n∗2,t = γcN2 (IV.3c)

n∗2,c = γtN2 (IV.3d)

ただし，D1 = (αcN + κ)
2 − 4F (αt + αc)である．

また，状態１における各居住地の通勤費用は以下の
ようになる：{

c∗1 =
γc
2

{
(αc + 2αt)N − κ+

√
D1

}
+ cF (IV.4a)

c∗2 = c∗1 + γcαtN2 (IV.4b)

同様に，状態２における各居住地の通勤費用は以下の
ようになる：{

c∗1 =
γc
2

{
(αc + 2αt)N − κ−

√
D1

}
+ cF (IV.5a)

c∗2 = c∗1 + γcαtN2 (IV.5b)

また，この２つの均衡状態の成立条件は，非負条件na,i >

0，D1 = (αcN + κ)
2 − 4F (αt + αc) ≥ 0である．

均衡条件 (40a),(41b)

下記の均衡条件を満たす状態は存在しないことを示す：{
c1,t = c1,c if n1,t > 0, n1,c > 0 (40a)

c2,t ≥ c2,c if n2,t = 0, n2,c = N1 (41b)

居住地２における各通勤手段の通勤費用は，均衡条件
(40a)が成立すると仮定すると，c∗1を用いて以下のよう
に表される： {

c2,t = c∗1 + αtn2,t (IV.7a)

c2,c = c∗1 + αcn2,c (IV.7b)

均衡条件 (41b)より，n2,t = 0，n2,c = N2 をそれぞれ
の通勤費用に代入し，c2,t ≥ c2,cが成立すればよい．そ
れぞれの通勤費用に代入すると以下のようになる：{

c2,t = c∗1　 (IV.8a)

c2,c = c∗1 + αcN2 (IV.8b)

αcN2 > 0より，c2,t ≥ c2,c は成立しない．よって，均
衡条件 (40a),(41b)を満たす状態は存在しない．

均衡条件 (40a),(41c)

下記の均衡条件を満たす状態は存在しないことを示す：{
c1,t = c1,c if n1,t > 0, n1,c > 0 (40a)

c2,t ≤ c2,c if n2,t = N1, n2,c = 0 (41c)

居住地２における各通勤手段の通勤費用は，均衡条件
(40a)が成立すると仮定すると，c∗1を用いて以下のよう
に表される： {

c2,t = c∗1 + αtn2,t (IV.10a)

c2,c = c∗1 + αcn2,c (IV.10b)

均衡条件 (41c)より，n2,t = N2，n2,c = 0をそれぞれ
の通勤費用に代入し，c2,t ≤ c2,cが成立すればよい．そ
れぞれの通勤費用に代入すると以下のようになる：{

c2,t = c∗1 + αtN2　 (IV.11a)

c2,c = c∗1 (IV.11b)

αtN2 > 0より，c2,t ≤ c2,c は成立しない．よって，均
衡条件 (40a),(41c)を満たす状態は存在しない．
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B:均衡条件 (40b),(41a)

下記の均衡条件を満たす均衡状態を求める：
{
c1,t ≥ c1,c if n1,t = 0, n1,c = N1 (40b)

c2,t = c2,c if n2,t > 0, n2,c > 0 (41a)

均衡条件 (40b)が成立すると仮定して，na,iについて解
くと，以下の２つの均衡状態が求まる：
B-1:状態１



n∗1,t = 0 (IV.13a)

n∗1,c = N1 (IV.13b)

n∗2,t =
γc(N +N2)

4
+

κ−
√
D4

4(αt + αc)
(IV.13c)

n∗2,c = N2 −
γc(N +N2)

4
− κ−

√
D4

4(αt + αc)
(IV.13d)

B-2:状態２


n∗1,t = 0 (IV.14a)

n∗1,c = N1 (IV.14b)

n∗2,t =
γc(N +N2)

4
+

κ+
√
D4

4(αt + αc)
(IV.14c)

n∗2,c = N2 −
γc(N +N2)

4
− κ+

√
D4

4(αt + αc)
(IV.14d)

ただし，D4 = {αc(N + N2) + κ}2 − 8F (αt + αc)で
ある．
また，状態１における各居住地の通勤費用は以下の

ようになる：


c1,t =
3γt + 2γc

4
{αc(N +N2) + κ}

+
(γt + 2γc)

4

√
D4 +m (IV.15a)

c1,c = αcN − γc
4
{αc(N +N2) + κ}

+
γc
4

√
D4 + cF (IV.15b)

c∗2 =
2γt + γc

2
αc(N +N2)

−γc
2
(κ−

√
D4) + cF (IV.15c)

状態１の成立条件は，非負条件na,i > 0，D4 = {αc(N+

N2) + κ}2 − 8F (αt + αc) ≥ 0，以下の条件式である：

c1,t − c1,c (IV.16)

=
1

4
(3αcN2 − αcN − κ+

√
D4) ≥ 0 (IV.17)

同様に，状態２における各居住地の通勤費用は以下の

ようになる：

c1,t =
3γt + 2γc

4
{αc(N +N2) + κ}

− (γt + 2γc)

4

√
D4 +m (IV.18a)

c1,c = αcN − γc
4
{αc(N +N2) + κ}

−γc
4

√
D4 + cF (IV.18b)

c∗2 =
2γt + γc

2
αc(N +N2)

−γc
2
(κ+

√
D4) + cF (IV.18c)

状態１の成立条件は，非負条件na,i > 0，D4 = {αc(N+

N2) + κ}2 − 8F (αt + αc) ≥ 0，以下の条件式である：

c1,t − c1,c (IV.19)

=
1

4
(3αcN2 − αcN − κ−

√
D4) ≥ 0 (IV.20)

C:均衡条件 (40b),(41b)

下記の均衡条件を満たす均衡状態を求める：{
c1,t ≥ c1,c if n1,t = 0, n1,c = N1 (40b)

c2,t ≥ c2,c if n2,t = 0, n2,c = N2 (41b)

均衡条件を用いて na,i について解くと，以下の均衡状
態が求まる：



n∗1,t = 0 (IV.22a)

n∗1,c = N1 (IV.22b)

n∗2,t = 0 (IV.22c)

n∗2,c = N2 (IV.22d)

また，各居住地の通勤費用は以下のようになる：{
c∗1 = αcN + cF (IV.23a)

c∗2 = αc(N +N2) + cF (IV.23b)

均衡条件 (40b),(41c)

下記の均衡条件を満たす状態は存在しないことを示す：{
c1,t ≥ c1,c if n1,t = 0, n1,c = N1 (40b)

c2,t ≤ c2,c if n2,t = N1, n2,c = 0 (41c)

均衡条件が成立すると仮定すると，各通勤費用は以下
のように表される：

c1,t = αtN2 +m+
F

N2
(IV.25a)

c1,c = αcN1 + cF (IV.25b)

c2,t = 2αtN2 +m+
F

N2
(IV.25c)

c2,c = αcN1 + cF (IV.25d)
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以下の関係式が成立する場合，均衡条件 (40a)が成立
する：

c1,t ≥ c1,c (IV.26)

αtN2 +m+
F

N2
≥ αcN1 + cF (IV.27)

同様に，以下の関係式が成立する場合，均衡条件 (41c)

が成立する：

c2,t ≤ c2,c (IV.28)

2αtN2 +m+
F

N2
≤ αcN1 + cF (IV.29)

よって，以下の関係式が成立すれば，均衡条件 (40b),(41c)

の双方が成立する：

2αtN2 +m+
F

N2
≤ αcN1 + cF ≤ αtN2 +m+

F

N2
(IV.30)

ここで，N2 > 0より，上記の関係式は成立しない．し
たがって，均衡条件 (40b),(41c)を満たす状態は存在し
ない．

D:均衡条件 (40c),(41a)

下記の均衡条件を満たす均衡状態を求める：{
c1,t ≤ c1,c if n1,t = N1, n1,c = 0 (40c)

c2,t = c2,c if n2,t > 0, n2,c > 0 (41a)

均衡条件 (40c)が成立すると仮定して，na,iについて解
くと，以下の２つの均衡状態が求まる：
D-1:状態１

n∗1,t = N1 (IV.32a)

n∗1,c = 0 (IV.32b)

n∗2,t =
3γt(N2 −N)

4
+
γc(2N2 −N)

2
+

κ−
√
D7

4(αt + αc)
(IV.32c)

n∗2,c =
γt(N2 + 3N)

4
+
γcN

2
− κ−

√
D7

4(αt + αc)
(IV.32d)

D-2:状態２

n∗1,t = N1 (IV.33a)

n∗1,c = 0 (IV.33b)

n∗2,t =
3γt(N2 −N)

4
+
γc(2N2 −N)

2
+

κ+
√
D7

4(αt + αc)
(IV.33c)

n∗2,c =
γt(N2 + 3N)

4
+
γcN

2
− κ+

√
D7

4(αt + αc)
(IV.33d)

ただし，D7 = (αtN1 + 2αcN + κ)2 − 8F (αt + αc)で
ある．
また，状態１における各居住地の通勤費用は以下の

ようになる：

c1,t =
γt
4
{(3αt + 4αc)N1 + 3κ}

+
γc
4
{2αtN2 + 4(αt + αc)N + 2κ}

+m+
γt + 2γc

4

√
D7 (IV.34a)

c1,c =
γc
4
{αtN2 + (3αt + 2αc)N − κ}

+
γc
4

√
D7 + cF (IV.34b)

c∗2 =
γc
2

{
αtN2 + (3αt + 2αc)N − κ+

√
D7

}
+cF (IV.34c)

状態１の成立条件は，非負条件 na,i > 0，D7 = (αtN1+

2αcN + κ)2 − 8F (αt +αc) ≥ 0，以下の条件式である：
c1,c − c1,t (IV.35)

= −3αtN1 − 2αcN + κ−
√
D7 ≥ 0 (IV.36)

同様に，状態２における各居住地の通勤費用は以下の
ようになる：

c1,t =
γt
4
{(3αt + 4αc)N1 + 3κ}

+
γc
4
{2αtN2 + 4(αt + αc)N + 2κ}

+m− γt + 2γc
4

√
D7 (IV.37a)

c1,c =
γc
4
{αtN2 + (3αt + 2αc)N − κ}

−γc
4

√
D7 + cF (IV.37b)

c∗2 =
γc
2

{
αtN2 + (3αt + 2αc)N − κ−

√
D7

}
+cF (IV.37c)

状態１の成立条件は，非負条件 na,i > 0，D7 = (αtN1+

2αcN + κ)2 − 8F (αt +αc) ≥ 0，以下の条件式である：
c1,c − c1,t (IV.38)

= −3αtN1 − 2αcN + κ+
√
D7 ≥ 0 (IV.39)

均衡条件 (40c),(41b)

下記の均衡条件を満たす状態は存在しないことを示す：{
c1,t ≤ c1,c if n1,t = N1, n1,c = 0 (40c)

c2,t ≥ c2,c if n2,t = 0, n2,c = N2 (41b)

均衡条件が成立すると仮定すると，各通勤費用は以下
のように表される：

c1,t = αtN1 +m+
F

N1
(IV.41a)

c1,c = αcN2 + cF (IV.41b)

c2,t = αtN1 +m+
F

N1
(IV.41c)

c2,c = 2αcN2 + cF (IV.41d)

以下の関係式が成立する場合，均衡条件 (40c)が成立
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する：
c1,t ≤ c1,c (IV.42)

αtN1 +m+
F

N1
≤ αcN2 + cF (IV.43)

同様に，以下の関係式が成立する場合，均衡条件 (41b)

が成立する：
c2,t ≥ c2,c (IV.44)

αtN1 +m+
F

N1
≥ 2αcN2 + cF (IV.45)

よって，以下の関係式が成立すれば，均衡条件 (40c),(41b)

の双方が成立する：
2αcN2 + cfuel ≤ αtN1 +m+

F

N1
≤ αcN2 + cfuel

(IV.46)

ここで，N2 > 0より，上記の関係式は成立しない．し
たがって，均衡条件 (40c),(41b)を満たす状態は存在し
ない．

E:均衡条件 (40c),(41c)

下記の均衡条件を満たす均衡条件を求める：{
c1,t ≤ c1,c if n1,t = N1, n1,c = 0 (40c)

c2,t ≤ c2,c if n2,t = N2, n2,c = 0 (41c)

均衡条件を用いて na,i について解くと，以下の均衡状
態が求まる： 

n∗1,t = N1 (IV.48a)

n∗1,c = 0 (IV.48b)

n∗2,t = N2 (IV.48c)

n∗2,c = 0 (IV.48d)

各居住地の通勤費用は以下のようになる：

c1,t = αtN +m+
F

N
(IV.49a)

c1,c = cF (IV.49b)

c2,t = αt(N +N2) +m+
F

N
(IV.49c)

c2,c = cF (IV.49d)

また，この状態の成立条件は，均衡条件より，以下の２
つの条件を同時に満たすことである：

c1,t ≤ c1,c (IV.50)

αtN +m+
F

N
≤ cF (IV.51)

c2,t ≤ c2,c (IV.52)

αt(N +N2) +m+
F

N
≤ cF (IV.53)

ここで N2 > 0より，この状態が条件式 (V.53)を満た
すとき，この状態は同時に条件式 (V.51)を満たす．以
上より，この状態の成立条件は非負条件 na,i > 0と，条
件式 (V.53)である．

付録 V. 政策による通勤手段への影響の導出
過程

解析に際しては，κ = cF −m ≥ 0であると仮定する．
A-1：均衡条件 (40a),(41a)　状態１

政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
(V.1)

=
γc
2
(κ+ αcN) +

3γt + 2γc
2

√
D1 (V.2)

居住地１から自動車を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) (V.3)

=
γc
2
{κ− (2αt + αc)N} − γc

2

√
D1 (V.4)

居住地２から公共交通を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
(V.5)

=
γc
2
(κ+ αcN − 2αtN2) +

3γt + 2γc
2

√
D1 (V.6)

居住地２から自動車を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) (V.7)

=
γc
2
{κ− (2αt + αc)N − 2αtN2} −

γc
2

√
D1 (V.8)

(VI.2)と (VI.4)，(VI.6)と (VI.8)を各々比較すること
により，居住地１と居住地２の両方において，公共交
通の利用が促進される．

A-2：均衡条件 (40a),(41a)　状態２
政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

γc
2
(κ+ αcN)− γt + 1

2

√
D1 (V.9)

居住地１から自動車を利用する場合：

γc
2
{κ− (2αt + αc)N}+ γc

2

√
D1 (V.10)

居住地２から公共交通を利用する場合：

γc
2
(κ+ αcN − 2αtN2)−

γt + 1

2

√
D1 (V.11)

居住地２から自動車を利用する場合：

γc
2
{κ− (2αt + αc)N − 2αtN2}+

γc
2

√
D1 (V.12)
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(VI.9)と (VI.10)を比較することにより，以下の関係式
が成立するとき，居住地１において公共交通の利用が
促進される：

αcN ≥
√
D1 (V.13)

同様に，(VI.11)と (VI.12)を比較することにより，以
下の関係式が成立する時，居住地２において公共交通
の利用が促進される：

αcN ≥
√
D1 (V.14)

B-1：均衡条件 (40b),(41a)　状態１
政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

αc

4
(1 + γc)(N +N2) +

γt + 2γc
4

(κ+
√
D4) (V.15)

居住地１から自動車を利用する場合：

−αcN +
αcγc
4

(N +N2) +
γc
4
(κ−

√
D4) (V.16)

居住地２から公共交通を利用する場合：

αc

4
(1 + γc)(N +N2) +

γt + 2γc
4

(κ+
√
D4) (V.17)

居住地２から自動車を利用する場合：

−αcN2 +
αcγc
4

(N +N2) +
γc
4
(κ−

√
D4) (V.18)

(VI.15)と (VI.16)，(VI.17)と (VI.18)を各々比較する
ことにより，居住地１と居住地２の両方において，公
共交通の利用が促進される．

B-2：均衡条件 (40b),(41a)　状態２
政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

αc

4
(2− γt)(N +N2) +

1

4
(2− γt)κ− 1

4
(2 + γt)

√
D4

(V.19)

居住地１から自動車を利用する場合：

−αcN +
αcγc
4

(N +N2) +
γc
4
(κ+

√
D4) (V.20)

居住地２から公共交通を利用する場合：

αc

2
(1− γt)(N +N2) +

1

2
(1− γt)κ− 1

2
(1 + γt)

√
D4

(V.21)

居住地２から自動車を利用する場合：

−αcN2 +
αcγc
4

(N +N2) +
γc
4
(κ−

√
D4) (V.22)

(VI.19)と (VI.20)を比較することにより，以下の関係
式が成立するとき，居住地１において公共交通の利用
が促進される．

αc(5N +N2) + κ− 3
√
D4 ≥ 0 (V.23)

(VI.21)と (VI.22)を比較することにより，以下の関係
式が成立するとき，居住地２において公共交通の利用
が促進される．

αc(N+5N2)−αcγt(N+N2)+(1−γt)κ−(3+γt)
√
D4 ≥ 0

(V.24)

C：均衡条件 (40b),(41b)

政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
= +∞ (V.25)

居住地１から自動車を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) = −αcN (V.26)

居住地２から公共交通を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
= +∞ (V.27)

居住地２から自動車を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) = −αc(N +N2) (V.28)

(VI.25)と (VI.26)，(VI.27)と (VI.28)を各々比較する
ことにより，居住地１と居住地２の両方において，公
共交通の利用が促進される．

D-1：均衡条件 (40c),(41a)　状態１
政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

(γt + 2γc)

4
(αtN1 + 2αcN + κ) +

3(γt + 2γc)

4

√
D7

(V.29)

居住地１から自動車を利用する場合：

γc
4
{αtN1 − 2(2αt + αc)N + κ} − γc

4

√
D7 (V.30)
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居住地２から公共交通を利用する場合：
αtγtN1 +

γc
4
{6αtN1 − 2(αt − αc)N + κ}

+
3(γt + 2γc)

4

√
D7 (V.31)

居住地２から自動車を利用する場合：

γc
4
{αtN1 − 2(2αt + αc)N + κ} − γc

4

√
D7 (V.32)

(VI.29)と (VI.30)，(VI.31)と (VI.32)を各々比較する
ことにより，居住地１と居住地２の両方において，公
共交通の利用が促進される．

D-2：均衡条件 (40c),(41a)　状態２
政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：
1

4
(2−γt)(αtN1+2αcN +κ)− 1

4
(2+ γt)

√
D7 (V.33)

居住地１から自動車を利用する場合：

γc
4
{αtN1 − 2(2αt + αc)N + κ}+ γc

4

√
D7 (V.34)

居住地２から公共交通を利用する場合：

αc

2
(2 + γt)N1 + αcγcN +

1

2
(1− γt)κ−

1

2
(1 + γt)

√
D7

(V.35)

居住地２から自動車を利用する場合：

γc
4
{αtN1 − 2(2αt + αc)N + κ}+ γc

4

√
D7 (V.36)

(VI.33)と (VI.34)を比較することにより，以下の関係
式が成立する時，居住地１において公共交通の利用が
促進される：

αtN1 + 6αcN + κ− 3
√
D7 ≥ 0 (V.37)

(VI.35)と (VI.36)を比較することにより，以下の関係
式が成立する時，居住地２において公共交通の利用が
促進される：

αt(4 + γc)N1 + 2αc(1 + 2γc)N

+ (1− 2γt)κ− (3 + γt)
√
D7 ≥ 0 (V.38)

E：均衡条件 (40c),(41c)

政策導入後の各居住地・通勤手段の効用増分は以下の
ようになる．
居住地１から公共交通を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
= −αtN +

F

N
(V.39)

居住地１から自動車を利用する場合：

−
1∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) = 0 (V.40)

居住地２から公共交通を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,tc
′
t(xa,t) +

F

Nt
= −αt(N +N2) +

F

N
(V.41)

居住地２から自動車を利用する場合：

−
2∑

d=1

xa,cc
′
c(xa,c) = 0 (V.42)

(VI.39)と (VI.40)を比較することにより，以下の関係
式が成立する時，居住地１において公共交通の利用が
促進される：

αtN ≤ F

N
(V.43)

(VI.41)と (VI.42)を比較することにより，以下の関係
式が成立する時，居住地２において公共交通の利用が
促進される：

αt(N +N2) ≤
F

N
(V.44)

付録 VI. 政策導入後，都心部の人口がより
多くなることの証明

均衡状態における各通勤手段の通勤費用は以下のよ
うに表される：

c∗1,t = αtx
∗
1,t +m+

F

N∗
t

(VI.1a)

c∗1,c = αcx
∗
1,c + cF (VI.1b)

c∗2,t = αt(x
∗
1,t + x∗2,t) +m+

F

N∗
t

(VI.1c)

c∗2,c = αc(x
∗
1,c + x∗2,t) + cF (VI.1d)

居住地間の通勤費用の差∆c∗ は以下のように求まる：{
∆c∗t = αtx

∗
2,t (VI.2a)

∆c∗c = αcx
∗
2,c (VI.2b)

政策導入後における各通勤手段の通勤費用は以下のよ
うに表される：

co1,t = 2αtx
∗
1,t +m (VI.3a)

co1,c = 2αcx
∗
1,c + cF (VI.3b)

co2,t = 2αt(x
∗
1,t + x∗2,t) +m (VI.3c)

co2,c = 2αc(x
∗
1,c + x∗2,t) + cF (VI.3d)

政策導入後における居住地間の通勤費用の差∆co は以
下のように求まる：{

∆cot = 2αtx
∗
2,t (VI.4a)

∆coc = 2αcx
∗
2,c (VI.4b)

(VII.2a)と (VII.4a)，(VII.2b)と (VII.4b)より，どち
らの通勤手段においても，政策導入後の居住地間の通
勤費用の差は，政策導入前に比べ，大きくなる．した
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がって，政策を導入した場合，都心部の人口がより多
くなる．
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